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要旨：近年，地震直後における橋梁の機能維持が課題となっている。兵庫県南部地震以降は，最低限の耐震

補強として落橋・倒壊対策が施されてきたが，落橋を免れても損傷が甚大で交通機能を維持できなければ，

被災地への救援物資輸送といった利用もできない。そこで筆者らは，既設橋梁の支承部に‟ダイス・ロッド式

摩擦ダンパー”を設置することにより，レベル 2 の大地震に対し橋脚基部を弾性範囲ないし限定的な損傷に

留め，地震直後も交通機能を維持できる耐震補強工法の開発を進めている。本報では，本工法の概要および

補強効果について述べた後，橋梁用に大容量化した摩擦ダンパーの高速加振実験について述べる。 
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1. はじめに 

近年，地震直後における橋梁(公共インフラ)の機能維

持が大きな課題となっている 1) ,2)。兵庫県南部地震以降

は，既設橋梁に対する最低限の耐震補強として地震時の

落橋・倒壊を防止するような対策が施されてきた。しか

しながら，落橋を免れたとしても，損傷が甚大で交通機

能を維持することができなければ，救援物資の輸送とい

った災害時における公共インフラの役割を果たすことが

できない。そこで筆者らは，既設橋梁の上部工と下部工

の間(支承部)に‟ダイス・ロッド式摩擦ダンパー”を設置

することにより，レベル 2の大地震に対し橋脚基部を弾

性範囲ないし限定的な損傷に留め，地震直後も交通機能

を維持できる高性能な耐震補強工法の開発を進めている。

ダイス・ロッド式摩擦ダンパー(以下，摩擦ダンパー)は，

建築分野において実用化 3)されており，耐震補強の用途

で多くの実績を有している。また，橋梁分野においても

摩擦系ダンパーを用いた制震構造が着目されている 4) ,5) 。

本報では，本工法の概要および補強効果の一例について

述べた後，橋梁用に大容量化した摩擦ダンパーの高速加

振実験について述べる。 

 

2. 工法概要 

2.1 工法の概念 

本工法の概要を図－1 に示す。本工法では，既設橋梁

の支承部の橋軸方向ないし橋軸直角方向に摩擦ダンパー

を設置する。摩擦ダンパーは完全剛塑性に近い履歴特性

を有するため，L1地震動(中小地震)に対しては支承変位

(下部工の天端に対する上部工の水平相対変位)を拘束す

る固定部材として機能し，L2地震動(大地震)に対しては

振動エネルギーを吸収して橋梁の揺れを抑制する減衰部

材として機能する。 

橋軸直角方向に本工法を採用した時の補強効果の概

念図を図－2 に示す。既設橋梁の場合，支承部がサイド

ブロックによって固定されており，L2地震動に対して橋

脚基部の大きな損傷(塑性化)が避けられない。一方，本

工法では，L2地震動に対して支承部を可動とすることで，

長周期化による入力低減を図るとともに，摩擦ダンパー

が地震エネルギーを効率的に吸収することで，支承変位

を抑制し，さらに橋脚基部の損傷を大幅に低減できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 摩擦ダンパーの概要 

摩擦ダンパーの機構を図－3 に，部品構成を写真－1

に示す。摩擦ダンパーは，ダイス内径より少し太いロッ
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図－2 補強効果の概念図 
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ドをダイスにはめ込むことにより，ロッドの外周に常に

締付け力が生じる仕組みを利用したダンパーである。ダ

イスが内筒に，ロッドが外筒に固定されており，ロッド

に軸力が作用するとダイスとロッドの接触面に摩擦力が

発生する。地震時には，一定の摩擦力を保持しながらダ

イスがロッド上を摺動し，振動エネルギーを摩擦熱に変

換して消散する。ダイスには焼入れを施した鋼材，ロッ

ドにはりん青銅を使用し，ダイスとロッドの形状(ロッド

太さ，ダイスとロッドの内外径差および接触長さ)を変え

ることで摩擦荷重を調整する。なお，ダイスとロッドの

接触面には固体潤滑剤を塗布し，0.4cm/sec未満の低速度

でゆっくりと摺動させて馴染ませる工程を数回繰り返す

ことで，摩擦荷重と履歴形状を安定させている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 補強効果の検討(時刻歴応答解析の一例) 

本章では，本工法の補強効果を検討するため，橋軸直

角方向を対象に実施した時刻歴応答解析の一例を示す。 

3.1 解析諸元 

3.1.1 対象橋梁 

対象橋梁は，3 径間連続のプレストレスト・コンクリ

ート床版橋とする。下部工は，3.0m角の正方形断面の単

柱 RC 橋脚であり，鋼板巻き立て補強が施されている。

橋軸直角方向の現況は，ゴム支承の両側にサイドブロッ

クが設置され，支承変位が拘束された固定支承となって

いる。なお，橋軸方向は地震時水平力分散構造 6)とする。 

3.1.2 解析モデル 

骨組モデルは，3次元立体モデルとする。構造部材は，

上部工を線形梁要素，ゴム支承を線形バネ要素，摩擦ダ

ンパーを非線形バネ要素，下部工梁を線形梁要素，下部

工柱を非線形梁要素でそれぞれモデル化する。下部工柱

の非線形特性はM－φ関係でモデル化し，復元力特性に

は最大点指向剛性低下型のバイリニアモデルを用いる。

摩擦ダンパーの非線形特性は P－δ 関係でモデル化し，

復元力特性には完全弾塑性型のバイリニアモデルを用い

る。減衰特性はレーリー型とし，摩擦ダンパーを除く各

部材の減衰定数には，道路橋示方書 6)に示される標準値

を用いる。 

3.1.3 解析方法 

解析方法は，Newmark β法(β=0.25)による時刻歴応答

解析とし，積分時間間隔は 2/1000秒とする。 

3.1.4 入力地震動 

入力地震動は，道路橋示方書 6)に示されるⅢ種地盤の

L2地震動 6波(タイプⅠ(プレート境界型)：3波，タイプ

Ⅱ(内陸直下型)：3 波)とする。後述の解析結果では，L2

地震動 6波のうち，Case3(制震)の基部曲率がとくに大き

かった波形をタイプⅠ，タイプⅡから 1波ずつ選定して

示す。なお，L1 地震動時の検討(摩擦ダンパーが固定部

材として機能すること)については，稿を改め報告する。 

3.2 ダンパー摩擦荷重の設定 

水平震度の設定条件を図－4 に，橋脚 1 基当たりのダ

ンパー摩擦荷重の設定値を表－1 に示す。本工法では，

発生頻度の高い中小地震動に対して摩擦ダンパーを稼働

させず，極稀に生じる大地震時に摩擦ダンパーを稼働さ

せ，補修困難である橋脚基部の損傷を低減させるという

観点から，摩擦荷重は，橋脚基部が初降伏 6)に至る時に

ダンパーが稼働し始めるように式(1)を用いて設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 解析 Case 

解析 Caseを表－2に示す。本検討では，橋軸直角方向

にサイドブロックを設置して固定支承とした現況の状態

を Case1(現況)，サイドブロックを撤去しゴム支承のみと

した状態を Case2(非制震)，さらに摩擦ダンパーを設置し

た状態を Case3(制震)とする。 

 

 

 

 

 

3.4 解析結果 

3.4.1 橋脚基部の損傷 

橋脚基部の最大応答曲率および塑性率一覧を表－3 に，

ゴム支承の
水平バネ剛性

1次固有周期
(橋軸直角)

Case1 現況 (固定支承) - 1.14 sec

Case2 非制震 (ゴム支承) 1.61 sec

Case3 制震 (ゴム支承＋摩擦ダンパー) 1.14 sec
30 kN/m×10

3

解析Case

表－2 解析 Case(橋軸直角方向) 

写真－1 摩擦ダンパーの部品構成 

抜止めナット ダイス押え 

内筒 ロッド ダイス 外筒 

図－3 摩擦ダンパーの機構 
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荷荷重重 
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摩摩擦擦力力 

ダダイイススのの締締付付けけ

抜止めナット 内筒 外筒 ダイス押え 

上部工 H3 m 17.6

梁 H2 m 14.5

柱 H1 m 5.9

上部工 W3 kN×103 11.5

梁 W2 kN×103 2.6

柱 W1 kN×103 3.2

My0 kN･m×103 105.9

k - 0.4

Pd kN×103 4.7

地震
時
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基部の初降伏
曲げモーメント

水平震度
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荷重
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※ 

※初降伏：最外縁にある鉄筋の降伏時。 

表－1 橋脚 1基当たりの 

ダンパー摩擦荷重の設定値 

図－4 水平震度の設定条件 
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橋脚基部の履歴曲線(M－φ関係)を図－5 に示す。まず，

Case1(現況)および Case2(非制震)では，タイプⅠ，タイプ

Ⅱ地震動ともに橋脚基部が大きく塑性化(μ=6～9)してい

る.また，橋梁の継続使用可否の目安とする限定的な損傷

に留めるための許容曲率を上回っている。一方，Case3(制

震)では，基部の曲率が大幅に低減され，タイプⅠ地震動

では弾性域に留まっている。さらに，タイプⅡ地震動に

おいても，Case1(現況)に比べて基部の曲率が 60%以上低

減されており，かつ許容曲率を下回っていることから，

本工法の有効性が確認できたといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4.2 支承部変位 

最大応答支承変位および残留変位を表－4 に，支承変

位の時刻歴波形を図－6に示す。表中の許容支承変位は，

支承ゴム総厚の 200%としている。まず，摩擦ダンパー

設置前の Case2(非制震)では，支承最大変位が 0.35m程度

と大きく，許容支承変位を上回っている。一方，摩擦ダ

ンパー設置後の Case3(制震)では，Case2に比べて最大支

承変位が大幅に低減され，許容変位以内に留まっている。

なお，Case3の残留変位は 0.036m程度と小さく，地震直

後の緊急車両通行等には支障無いものと考えられる。 

 

4 摩擦ダンパーの高速加振実験 

本章では，摩擦ダンパーの①基本特性，②L2地震時特

性および③繰返し耐久性能を確認するために実施した高

速加振実験の概要および結果について示す。 

4.1 実験概要 

4.1.1 試験体 

試験体は 3 体(上記①～③を確認するために各々1 体)

とし，最大ストロークは±250mm，摩擦荷重 588kN(60tf)

を目標に製作した。試験体製作時の荷重確認試験結果を

図－7および表－5に示す。荷重確認試験は，振幅200mm，

速度 0.4cm/secの三角波を 2サイクル与え，2サイクル目

の摩擦荷重(切片荷重 Pδ=0，平均摩擦荷重 Pave)を図中に

示す要領で評価した。表－5より，Pδ=0、Paveとも目標値

の±10％程度に収まっている。なお，表中の Paveを各試

験体の基準値 P0と定義する。 

 

 

 

 

 

 

 

最大応答
支承変位

残留
支承変位

最大応答
支承変位

残留
支承変位

m m m m m

Case1 現況 - 0 0 0 0

Case2 非制震 0.34 0 0.35 0

Case3 制震 0.17 0.004 0.21 0.036

解析Case

タイプⅠ(Ⅰ-Ⅲ-3) タイプⅡ(Ⅱ-Ⅲ-3)
許容

支承変位

0.25

表－4 最大支承変位および残留変位一覧 表－5 製作時の荷重確認試験結果 
No. 実験項目 目標値[kN] 製作/目標

切片荷重 Pδ=0 575 97.8%

平均摩擦荷重 Pave 578 98.3%

切片荷重 Pδ=0 607 103.2%

平均摩擦荷重 Pave 600 101.9%

切片荷重 Pδ=0 651 110.6%

平均摩擦荷重 Pave 634 107.7%

製作時の摩擦荷重[kN]

基本
特性

588
地震時
特性

繰返し
耐久性

①

②

③

図－6 支承変位の時刻歴波形 
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図－7 製作時の履歴形状と荷重評価方法 

･Pave＝E/Σδ 
Pave :平均摩擦荷重 

  E :1 サイクルのエネルギー吸収量 
Σδ:1 サイクルのダンパー滑り量 
 

・Pδ=0＝(Pδ=+0+|Pδ=-0|)/2 
Pδ=0 ：切片荷重(変位 0時の荷重) 

Pδ=+0：引張側の切片荷重 

Pδ=-0：圧縮側の切片荷重 

 

【摩擦荷重の評価方法】 1000
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図－5 橋脚基部の履歴曲線(M－φ関係) 
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Case1 現況 

(固定支承) 

Case3 制震 

(ゴム支承＋摩擦ダンパー) 

Case2 非制震 

(ゴム支承) 

摩

曲率φ 塑性率μ 曲率φ 塑性率μ

1/m×10-3 1/m×10-3 1/m×10-3 φ/φy 1/m×10-3 φ/φy

Case1 現況 8.46 6.6 11.94 9.3

Case2 非制震 10.90 8.5 10.93 8.6

Case3 制震 1.21 0.9 4.24 3.3

解析Case

降伏
曲率φy

タイプⅠ(Ⅰ-Ⅲ-3) タイプⅡ(Ⅱ-Ⅲ-3)

1.28

許容
曲率φa

5.78

最大応答値
※1 ※2 

表－3 橋脚基部の応答曲率および塑性率一覧 

※1：降伏曲率は，降伏曲げモーメントが終局水平耐力時の曲げモーメントに

等しいものとして算定
6)
。バイリニアモデルの折れ点。 

※2：許容曲率は，L2地震に対し限定的な損傷に留めるために，免震橋の許容

曲率に準じて一般橋梁(耐震性能 2)の 0.5 倍と厳しく設定
6)，7)

 。 
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4.1.2 実験方法 

実験装置および計測項目を図－8 に，実験状況を写真

－2 に示す。加振方法は，摩擦ダンパーの両端に取付け

たクレビスを介して反力床およびアクチュエータに固定

し，軸方向に変位制御で加振する。計測項目は，荷重，

変位およびダイス表面温度とし，速度は変位を微分する

ことで算定する。荷重，変位とも引張側を正とする。サ

ンプリング周波数は 500Hzとし，荷重および速度は 25Hz

でハイカットフィルタ処理する。なお，各加振後はダン

パーが蓄熱した摩擦熱を空冷し，ダイス表面が常温

(23℃)以下になったことを確認してから次の加振を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 ①基本特性確認実験 

4.2.1 入力波形 

基本特性確認実験の入力波形を図－9 に示す。入力波

形は，目標振幅 2サイクルの前後に漸増,漸減波を 2 サイ

クルずつ加えた計 6サイクルの正弦波とする。摩擦荷重

(Pδ=0，Pave)は 4 サイクル目(目標振幅 2 サイクル目)で評

価する。実験パラメータを表－6に示す。加振ケースは，

目標振幅と振動数をパラメータとして最大速度を変化さ

せた計 12ケースとし，No.1～No.12の順で加振を行う。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.2 実験結果 

No.9(目標振幅 200mm，振動数 1.0Hz)の履歴曲線を図

－10に示す。漸増，漸減の各 2サイクルを細線(橙，紫)，

目標振幅 2 サイクルを太線(黒)で示し，試験体製作時の

基準値 P0を破線(青)で示している。図より，摩擦荷重は，

最初の漸増 2 サイクルの間で大きく低下した後，3 サイ

クル目以降はほぼ一定となっている。また，目標振幅 2

サイクル(3-4サイクル目)に着目すると，1サイクル間に

時々刻々と速度変化(変位ゼロで最大速度 126cm/sec，変

位 200mmで速度ゼロ)する正弦波入力においても，摩擦

ダンパーは概ね完全弾塑性型の履歴形状を示すことから，

摩擦荷重の速度依存性は認められない。 

各実験結果の最大振幅 2サイクルの履歴曲線を抽出し，

振幅シリーズ毎に重ね合わせたものを図－11に示す。ま

た，全 12 ケースの切片荷重 Pδ=0と平均摩擦荷重 Paveの

関係を図－12 に，最大速度と平均摩擦荷重 Pave (基準値

P0 で除して無次元化)の関係を図－13 に示す。まず，図

－11より，各振幅シリーズとも振動数によらず概ね完全

弾塑性型の履歴形状を示すが，いずれも振動数が大きく

なるにつれて摩擦荷重が低下していることがわかる。図

－12より，切片荷重 Pδ=0と平均摩擦荷重 Paveの差が小さ

いことからも，安定した履歴特性を有することがわかる。

また，図－13より，入力する正弦波の最大速度と平均摩

擦荷重 Paveとの間には，負の相関関係が認められる。こ

れは，摺動時に生じる摩擦熱の影響と考えられる 4)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－6 実験パラメータ 

No
.
シリーズ

目標
振幅
[mm]

振動
数
[Hz]

最大
速度
[cm/sec]

1 50 0.20 6

2 50 2.0 63

3 50 4.0 126

4 100 0.10 6

5 100 1.0 63

6 100 2.0 126

7 200 0.050 6

8 200 0.50 63

9 200 1.0 126

10 50 1.0 31

11 150 1.0 94
12 240 1.0 151

50mm
シリーズ

100mm
シリーズ

200mm
シリーズ

1.0Hz
シリーズ図－9 入力波形 

漸増 

2サイクル 

変
位
 
[
m
m
]
 

時間 
[sec] 

目標振幅 

2サイクル 

漸減 

2サイクル

荷重評価区間 

図－10 履歴曲線(No.9) 

図－11 振幅毎の履歴曲線(3-4 サイクル)の比較 
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図－12 Pδ=0と Pave 

の関係 

図－13 最大速度と Pave/P0 

の関係 
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図－8 実験装置および計測項目 
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4.3 ②地震時特性確認実験 

4.3.1 入力波形 

地震時特性確認実験の入力波形を図－14に示す。入力

波形は，時刻歴応答解析で得られた摩擦ダンパーの変位

応答波形であり、3 章(図－6)で示した支承変位波形と同

一である。タイプⅠ地震動(Ⅰ-Ⅲ-3)は，継続時間 240sec

のうちダンパーが摺動した 80秒間(80～160sec)を抜き出

して入力する。なお，摩擦ダンパーの解析時の履歴特性

は，完全弾塑性型のバイリニアモデル(摩擦荷重 588kN，

滑り出し変位 1.0mm)である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.2 実験結果 

実験で得られた履歴曲線を図－15に，エネルギー吸収

時刻歴を図－16 に，それぞれ解析結果と比較して示す。

また，実験で得られた最大荷重，最大変位，最大速度お

よびエネルギー吸収量を，解析値と比較して表－7 に示

す。図－15より，小振幅時に荷重が高く，大振幅時に荷

重が低くなる傾向がみられるものの，概ね安定した完全

弾塑性型の履歴形状を示している。また，図－16 より，

実験で得られたエネルギー吸収時刻歴は，解析時のそれ

とほぼ一致していることがわかる。すなわち，L2地震動

に対し，摩擦ダンパーが解析時に想定した通りのエネル

ギー吸収性能を有することが確認できたといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 ③繰返し耐久性確認実験 

4.4.1 入力波形 

繰返し加振の入力波形を図－17 に示す。本実験では，

L2 地震時に相当するエネルギー吸収量を定常加振によ

って断続的に多数回経験した場合の履歴特性を確認する。

具体的には，振動数 1.0Hz，目標振幅 100mmを 5サイク

ル(漸増・漸減波を 2 サイクルずつ加え，計 9 サイクル)

の正弦波繰返し加振を計 9回行う。 

 

 

 

 

 

 

 

4.4.2 実験結果 

履歴曲線の一覧を図－18に示す。図中には，試験体製

作時の基準値 P0を破線で示している。図より，摩擦ダン

パーの履歴形状は，繰返し 1～8回目までは概ね安定した

完全弾塑性型の履歴形状を示すことがわかる。そして，

繰返し 9回目に荷重が大きく乱れ，不安定な履歴形状と

なった。また，繰返し 1回目のエネルギー吸収履歴を図

－19 に示す。図中には，L2 地震時の解析結果を合わせ

て示している。図－19より，繰返し加振 1回のエネルギ

ー吸収量は約 1300kN・mであり，およそ L2地震動 1回

分に相当することがわかる。さらに，加振中のサイクル

毎の平均摩擦荷重 Pave(基準値 P0で除して無次元化)推移

を図－20に示す。図－20より，1回目はサイクル毎の荷

重変化が大きく，最大で約 40％荷重低下したが，2回目

以降は徐々にサイクル毎の荷重変化が小さくなっている

ことがわかる。このように，加振毎に履歴形状が徐々に

変化していく特性は，摩擦面の馴染みと摩耗の影響と考

えられる 3)，8)。なお，繰返し 8回目において，摩擦面に

塗布した固形潤滑剤が筋状に剥がれ，部分的にロッド素

地(りん青銅)が露わになる様子が観察された。 
 

5 まとめ 

以上，本報告では，摩擦ダンパーを用いた既設橋梁の

耐震補強工法の概要および補強効果の一例について述べ

た後，橋梁用に大容量化した摩擦ダンパー高速加振実験

について述べた。得られた知見を下記に示す。 

+ - + - + -
実験 766 -822 85 -163 120 -100 1289
解析 588 -588 87 -166 122 -99 1326
実/解 130% 140% 98% 98% 98% 102% 97%
実験 734 -831 209 -157 163 -140 847
解析 588 -588 209 -159 179 -142 842
実/解 125% 141% 100% 99% 91% 99% 101%

Ⅱ-Ⅲ-3
(タイプⅡ)

(a)

(b)

Ⅰ-Ⅲ-3
(タイプⅠ)

L2地震波
最大荷重[kN] 最大変位[mm] 最大速度[㎝/sec] エネルギー

量[kN･m]

表－7 実験値と解析値の比較 

図－15 履歴曲線 

(a)Ⅰ-Ⅲ-3 (b)Ⅱ-Ⅲ-3 
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図－16 エネルギー吸収時刻歴 
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1)  3径間連続桁の単柱

RC 造橋脚の橋軸直角方

向を対象とした時刻歴応

答解析の結果，本工法を

用いて耐震補強すること

により，補強前に比べて

橋脚基部の損傷(曲率)を

約 60％低減できた。 

2) 基本特性確認実験の

結果，摩擦ダンパーは最

大速度 100cm/sec を超え

る正弦波加振時も安定し

た完全弾塑性型の履歴形

状を有することがわかっ

た。また，入力する正弦

波の最大速度と平均摩擦

荷重との間には，負の相

関関係が認められた。 

3) 地震時特性確認実験

の結果，摩擦ダンパーは

L2 地震に対して解析時

に想定した通りのエネル

ギー吸収性能を発揮した。 

4) 繰返し耐久性確認実

験の結果，摩擦ダンパー

は L2 地震時に相当する

エネルギー量を断続的に

8 回経験しても，安定し

たエネルギー吸収性能を

発揮した。 
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